
アセスメント項目

No ０点 特記事項 備考

1

視
力
障
害

視力（６－１）
普通（日常生活に
支障がない）

約１ｍ離れた
視力確認表の
図が見える

目の前に
置いた
視力確認表の
図が見える。

ほとんど
見えない

見えてい
るのか
判断不能

障害程度区分認定
調査項目「６－１」と
同じ

矯正視力による
測定とすること
（視力確認表は
別紙）

2

視
野
障
害

視野
ない

又は右記以外

視力に上記問題が
なく、視野に障害が
ある場合に評価する
こと

3
夜
盲

網膜色素変性
症等による
夜盲等

ない
又は右記以外

視力、視野に上記問
題がなく、夜盲等の症
状により移動に著しく
困難をきたしたもので
ある場合に評価する
こと
必要に応じて様式例
による医師意見書を
添付

人的支援なし
に視覚情報に
より単独歩行
が可能な場合
に「歩行でき
る」と判断する
こと

4

移
動
障
害

盲人安全つえ
（又は盲導犬）
の使用による
単独歩行

慣れていない場所
であっても歩行が
できる

夜盲による移動障害
の場合は、夜間や照
明が不十分な場所等
を想定したものとする

人的支援なしに視
覚情報により単独
歩行が可能な場
合に「歩行できる」
と判断すること

【留意事項】

※「夜盲等」の「等」については、網膜色素変性症、錐体ジストロフィー、白子症等による「過度の羞明」等が想定される。

※「歩行」については、「車いす操作」等の移動手段を含むこと。

●視覚障害者の外出時の支援の必要性について

有 ・ 無

できない

特記事項支援の必要性（○印）

要　　・　　不要

要　　・　　不要

要　　・　　不要

同行援護アセスメント票
申請者名

２点調査項目 １点

暗い場所や夜間等の移動
の際、慣れた場所以外では
歩行できない程度の視野、
視力等の能力の低下がある

―

・周辺視野角度（Ⅰ/四視標に
よる。以下同じ。）の総和が左
右眼それぞれ８０度以下であ
り、かつ、両眼中心視野角度
（Ⅰ/二視標による。以下同じ）
が５６度以下である。

・両眼開放視認点数が７０点以
下であり、かつ、両眼中心視野
視認点数が４０点以下である。

（身体障害者手帳３級に相当）

・周辺視野角度の総和が
左右眼それぞれ８０度以
下であり、かつ、両眼中
心視野角度が２８度以下
である。

・両眼開放視認点数が７
０点以下であり、かつ、両
眼中心視野視認点数が２
０点以下である。

（身体障害者手帳２級に
相当）

要　　・　　不要

要　　・　　不要書類の確認・必要事項の記載をする

その他

アセスメント項目中、「１～３」のいずれかが「１点以上」であり、かつ、「４」の点数が「１点以上」の者は、必要に応じて支給決定することが出来ることとする。

（上記項目のうち、１項目でも「できない」があれば必要性有と考える）

要　　・　　不要

正しい交通機関を選んで乗る

交通信号の確認をする

要　　・　　不要

慣れた場所での
歩行のみできる

支援の必要性

買い物の際の金銭授受

（具体的内容）

項　　　目

目的地までの切符を買う

駅名標示、案内板を確認する
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訪問系サービスの支給
時間めやす表

【１８歳以上（障害者）】

（月あたりの支給時間）

区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６

身体介護、家事援助、通院等介助
の合計 7h 9h 13h 24h 38h 55h

重度訪問介護対象者が居宅介護
を使う場合 62h 77h 110h

区分３以上

区分４以上 137ｈ 172ｈ 227ｈ

重度障害者等包括支援対象者が
重度訪問介護を使う場合 399h

区分不要

区分６　（月単位数）
※単位数で支給決定します

83,040
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行動援護 50h

重度訪問介護

同行援護 50ｈ

重度障害者等包括支援

・訪問系のサービスの利用を希望する場合、サービスが必要な理由を明確にした上で、障害支援区分及び本人の利
用意向等に基づき、上記に示す基準のめやす時間の範囲内でサービスを支給します。

・示されている時間数は障害支援区分ごとのおおまかなめやすを示しているものです。機械的に、上記の時間数をそ
のまま決定するものではありません。

・その方の生活全体の状況を踏まえ、必要なサービスを個別・具体的に計画化し（サービス等利用計画案）、その計
画案を参考にしながら、最終的な支給決定を区において行っています。

第
1
基
準

（
別
表
１

）

居宅介護



区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６

身体介護、家事援助、通院等介助
の合計 26h 41h 48h 67h 76h 89h

重度訪問介護対象者が居宅介護
を使う場合 107h 120h 150h

区分３以上 69h 88h 99h 114h

区分４以上 238ｈ 266ｈ 312ｈ

重度障害者等包括支援対象者が
重度訪問介護を使う場合 477h

区分不要

区分６　（月単位数） 99,420

区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６

身体介護、家事援助、通院等介助
の合計 42h 50h 68h 79h 94h 120h

重度訪問介護対象者が居宅介護
を使う場合 119h 147h 192h

区分３以上 87h 98h 113h 122h

区分４以上 263ｈ 327ｈ 398ｈ

重度障害者等包括支援対象者が
重度訪問介護を使う場合 524h

区分不要

区分６　（月単位数） 109,090
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第
2
基
準

（
別
表
２

）

居宅介護

行動援護

重度訪問介護

同行援護 62h

重度障害者等包括支援

・第１基準（別表１）を超えてサービスが必要と判断される場合は、障害支援区分や本人の障害状況、家族の介護状
況などを勘案し、上記の基準に定めるめやす時間の範囲内で、支給認定会議の個別審査を経て、サービスの支給決
定を行います。

第
３
基
準

（
別
表
３

）

居宅介護

行動援護

重度訪問介護

同行援護 72h

重度障害者等包括支援

・さらにサービスが必要だと判断される場合は、支給量の個別具体的な調整を行った上で、支給認定会議の個別審
査を経て、サービスの支給決定を行います。（その場合の支給量は原則として第３基準（別表３）の範囲までとします
が、真にやむを得ないと判断される場合にはその限りではありません）。



【１８歳以上（障害者）（介護保険併給者）】

（月あたりの支給時間）

区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６

353ｈ

431ｈ

478ｈ

32,960

49,340

59,010
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介
護
保
険
併
給
者
の
場
合
の
基
準

重度訪問介護

第１基準（別表１） 181ｈ

重度障害者等包括支援対象者が
重度訪問介護を使う場合

居宅介護で支給する場合 64ｈ

第２基準（別表２） 266ｈ

重度障害者等包括支援対象者が
重度訪問介護を使う場合

居宅介護で支給する場合 104ｈ

第３基準（別表３） 352ｈ

重度障害者等包括支援対象者が
重度訪問介護を使う場合

居宅介護で支給する場合 146ｈ

重度障害者等
　包括支援

第１基準（別表１）

第２基準（別表２）

第３基準（別表３）

・介護保険サービスを併せて利用している場合には、上記の介護保険併給者のめやす時間を参考に訪問系サービス
の支給を行います。

・示されている時間数は障害支援区分ごとのおおまかなめやすを示しているものです。機械的に、上記の時間数をそ
のまま決定するものではありません。

重
度
訪
問
介
護
は

区
分
４
以
上

重
度
包
括
支
援
は

区
分
６
の
み

時
間
数
で
な
く

単
位
で
支
給



【１８歳未満（障害児）】

（月あたりの支給時間）

身体介護・通院等介助の合計

身体介護・通院等介助の合計

身体介護・通院等介助の合計
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第
1
基
準

（
別
表
１

）

児童区分１ 児童区分２ 児童区分３

居宅介護 21ｈ

行動援護 40ｈ

同行援護 50ｈ

・１８歳未満の障害児に対する訪問系サービスについては、家族等の介護が欠ける場合や介護者ひとりでの介護が
困難な場合等に支給しています。

・また、児童への家事援助は想定していません。

・その方の生活全体の状況を踏まえ、必要なサービスを個別・具体的に計画化し（サービス等利用計画案）、その計
画案を参考にしながら、最終的な支給決定を区において行っています。

第
2
基
準

（
別
表
２

）

児童区分１ 児童区分２ 児童区分３

居宅介護 26ｈ 41ｈ 48ｈ

行動援護 70ｈ

同行援護 62ｈ

・第１基準（別表１）を超えてサービスが必要と判断される場合は、児童の障害状況、家族の介護状況などを勘案し、
上記の基準に定めるめやす時間の範囲内で、支給認定会議の個別審査を経て、サービスの支給決定を行います。

第
3
基
準

（
別
表
３

）

児童区分１ 児童区分２ 児童区分３

居宅介護

・さらにサービスが必要だと判断される場合は、支給量の個別具体的な調整を行った上で、支給認定会議の個別審
査を経て、サービスの支給決定を行います。（その場合の支給量は原則として第３基準（別表３）の範囲までとします
が、真にやむを得ないと判断される場合にはその限りではありません）。

42ｈ 50ｈ 68ｈ

行動援護 88ｈ

同行援護 72ｈ



グループホーム（外部サービス委託型）サービスの標準支給時間表
（月あたりの支給時間）

区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６

入浴、排せつ及び食事等の介護
※身体介護を伴う場合に限る １５０分 ６００分 ９００分 １３００分 １９００分

区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６

入浴、排せつ及び食事等の介護
※身体介護を伴う場合に限る ６００分 1300分 １９００分 ２５００分
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・標準時間、審査会基準時間をさらに超えるサービスが必要だと判断される場合、国の示す参酌すべき「受託居宅
介護サービスの支給標準時間」は、介護サービス包括型グループホームの報酬水準や在宅の障害者の標準的な居
宅介護サービスの利用実績等を勘案して算出されていることから、支給量変更の申請をするとともに心身の状態が
大きく変わる場合は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する法律第２４条の第４項に定める障害支
援区分の認定を受けることを検討することが考えられます。

標
準
時
間

・共同生活援助（外部サービス委託型）の受託居宅サービスの支給にあたっては、国が参酌すべき時間として示した
標準時間を支給するものとして杉並区介護給付費等支給決定に関する要綱で支給量を規定しています。

・ただし、国が支給標準時間を超える支給量の決定を行うこととして差し支えないと示した次に掲げる場合であって、
支給認定会議の個別審査を経て、外部サービス標準時間の範囲内では必要な受託居宅の支給量が確保されない
と認められたときは、下表の時間内で支給量の支給決定を行うものとします。

①当該支給申請を行う者が利用する外部サービス利用型指定共同生活援助を行う事業所に、当該支給申請を行う
者以外に受託居宅介護サービスの提供を現に受けている、若しくは、希望する利用者がいない場合は又は受託居
宅介護サービスを受けている、若しくは、希望する利用者のすべてが障害支援区分２以下である場合
②障害支援区分４以上であって、指定特定相談支援事業所等が作成したサービス等利用計画案を勘案した上で、
支給標準時間を超えた支給決定が必要であると認めた場合

・また国は支給標準時間を超えて支給量を決定する場合は、必要に応じて市町村審査会に諮ることが望ましい。ま
た、障害者本人がセルフプランを作成する場合など指定特定相談支援事業者によるサービス等利用計画案の作成
を受けない場合は、市町村審査会の意見を聴くものとしているため、標準時間を超える支給をする場合は、どの場合
においても、市町村審査会の意見を聞いたうえで支給決定をします。

※参酌すべき「受託居宅介護サービスの支給標準時間」は、介護サービス包括型グループホームの報酬水準や在
宅の障害者の標準的な居宅介護サービスの利用実績等を勘案して算出されています。

居宅介護

審
査
会
基
準

居宅介護



 

H28.７改正（H30.1 一部文言修正） 
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○ 介護保険制度における訪問介護サービスと障害者制度における障害者福祉サー

ビスの支給の適用関係 

 

・障害者福祉サービスを受けている方が、６５歳到達後の対応として介護認定を受けた後の

取り扱いについて 

 非該当 要支援 要介護 

障害者福祉固有のサービス（同行援護・移

動支援） 
障害（※１） 障害（※１） 障害（※１） 

介護保険と

障害者福

祉 で 重 複

するサービ

ス 

家事援助 

障害（※１） 

介護（介護予防

訪問事業・自立

支援訪問事業） 

（※２） 

介護 

身体介護 介護 

通院介助 障害（※１） 

介護（介護予防

訪問事業） 

（※３） 
介護（※5） 

（要調整） 

障害（※４） 

※１ 障害者施策から必要なサービスをそれぞれの支給基準（基本基準）に基づいて支

給。 

※２ 介護予防を目的としてヘルパーと一緒に家事等を行うサービスなので、障害者の支

援としてのサービス支給にはなじまないが、介護予防訪問事業・自立支援訪問事業

で支給。 

※３ 介護予防を目的としたサービスであるが、通院時の介助の必要性が明らかである、１

週間に１回あるいは２回等毎週の定期的な通院にかかる通院介助は、原則介護保険

（介護予防訪問事業）で支給。ただし、障害特性により通院介助が必要な場合を除

く。 

※４ 上記※３以外の通院回数（週１回あるいは２回等毎週の定期的な通院ではなく、月１

回、月２回等の場合）で、介護上の課題から通院介助が必要な場合は障害の通院介

助で対応。ただし、通院介助の必要性が介護の問題ではなく、視覚障害による場合

は、障害福祉固有のサービスである同行援護で支給。この場合の通院は定期、不定

期を問わない。 

※５ 「要介護の通院介助」は、通常の介護保険の通院介助なので、原則として介護保険

で支給。ただし、サービス担当会議を開催した結果介護保険では院内介助が認めら

れない場合で、視覚障害等の障害特性から院内介助が必要と認められる場合は、要

相談とし、関係課で協議した上で決定する。 

 



masuda-eiko
テキストボックス
「平成20年4月以降における通院等介助の取扱いについて」（平成20年4月25日厚労省通知)
より抜粋

masuda-eiko
テキストボックス
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（令和６年４月改訂版） 

 

「障害福祉サービス等報酬改定等に関するＱ＆Ａ（令和６年３月２９日）VOL.１、６ 就

労系サービス（休職期間中における就労系障害福祉サービスの利用）」に係る杉並区の対応 

 

 令和６年３月２９日に国が発出した上記通知の問５２及び問５４について、就労系障害

福祉サービス等による復職支援が必要な方に適切な支給決定ができるよう、杉並区では下

記のとおり事務を行います。また、平成３０年１月２６日東京都福祉保健局障害者施策推

進部就労支援担当課長発出の「就労系障害福祉サービスの休職期間中の利用について」に

より、下記①の復職支援を実施する主な機関を追記します。 

 

記 

 

問５２ 一般就労している障害者が休職した場合、休職期間中において就労系障害福祉サ

ービスを利用することができるか。 

（答） 

 障害福祉サービスの支給決定プロセスにおいて、障害者手帳等により、申請者が支給決

定の対象である障害者であることを確認することとなっている。（「介護給付費等に係る支

給決定事務等について」（事務処理要領）） 

 その上で、一般就労している障害者が休職した場合の就労系障害福祉サービスの利用に

ついては、以下の要件をいずれも満たす場合には、就労系障害福祉サービスの支給決定を

行って差し支えない。 

 

 

上記（答）の「以下の要件」について、①～③に記載のとおり。 

 

① 当該休職者を雇用する企業、地域における就労支援機関や医療機関等による復職支援の

実施が見込めない場合、又は困難である場合 

   参考：復職支援を実施する主な機関 

      a 都立中部総合精神保健福祉センター 

         b 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構 東京障害者職業センター 

       １）リワークセンター東京 ２）リワークセンター東京多摩支所 

      c 復職支援プログラムを実施する医療機関 

 

② 休職中の障害者本人が復職を希望し、企業及び休職に係る診断をした主治医が、就労系

障害福祉サービスによる復職支援を受けることにより復職することが適当と判断して

いる場合 

 

なお、上記①②の要件に該当するかどうかについては、以下ア～ウが作成する以下の

書類の提出により確認する。 
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ア 雇用先企業 

   ・当該企業による復職支援の実施が困難であり、休職中の障害者が就労系障害福祉

サービスによる復職支援を受けることにより復職することが適当と判断している

ことを示す書類 

 

イ 休職に係る診断をした主治医 

   ・当該主治医の属する医療機関による復職支援の実施が困難であり、休職中の障害

者が就労系障害福祉サービスによる復職支援を受けることにより復職することが

適当と判断していることを示す書類 

    ⇒主治医が以下の観点を記載した書類の提出を求める 

①病状が安定したため復職が見込める状況であること 

②ストレスの持ち方や生活面の課題等からリワーク支援を受けてから復職する

ことが望ましいこと 

③支援に際し留意すべきこと 

 

ウ 相談支援事業所 

   ・地域における就労支援機関である障害者職業センター等による復職支援の利用が

困難であること、及び地域における医療機関による復職支援が見込めないことを

示す書類 

 

③ 休職中の障害者にとって、就労系障害福祉サービスを実施することにより、より効果的

かつ確実に復職につなげることが可能であると市区町村が判断した場合 

⇒上記①②及び法に定める勘案事項を踏まえて支給の可否を決定する。 

 

 

問５４ 従来より、一般就労している障害者が休職し、就労系障害福祉サービスと同様の

条件を満たす場合には、休職期間中の生活介護や自立訓練の利用が認められていたが、こ

の取扱いはどうなるのか。 

（答） 

 一般就労している障害者が休職し、復職支援として生活介護や自立訓練を利用する場合

についても、問５２の①～③と同様の要件を確認できた場合にのみ、支給決定を行っても

差し支えないこととする。 

 その際、問５２ア～ウが作成する同様の書類により、要件を満たしているか、確認する。 

 

 

上記（答）について、問５２の対応と同様。 
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「障害福祉サービス等報酬改定等に関するＱ＆Ａ（平成２９年３月３０日）等の送付につ

いて ２、就労系障害福祉サービスについて（就労移行支援の大学在学中の利用）」に係る

杉並区の対応 

 

記 

 

 平成２９年３月３０日に国が発出した上記通知の問１３について、杉並区では下記のと

おり事務を行います。 

 

 問１３ 大学在学中の卒業年度に、就労移行支援を利用することができるか 

  

（答） 大学（４年制大学のほか、短期大学、大学院、高等専門学校を含む。以下同じ）

在学中の就労移行支援の利用については、以下の条件をいずれも満たす場合に、支

給決定を行って差し支えない。 

 

上記（答）の以下の三条件について、下記のとおり書面等で確認する。 

 

① 大学や地域における就労支援機関等による就職支援の実施が見込めない場合、又は困 

難である場合 

⇒区の職員が利用者の大学へ連絡をし、障害がある学生に対する就職支援の実施状況

を確認する。 

    

② 大学卒業年度であって、卒業に必要な単位取得が見込まれており、就労移行支援の利用

に支障がない者 

⇒本人が、大学から卒業見込み証明書を取得し区へ提出する。 

区の職員は、本人に対し、卒業までの履修スケジュールと就労移行支援の利用開始希

望の時期の確認を行う。 

 

③ 本人が就労移行支援の利用を希望し、就労移行支援の利用により効果的かつ確実に就 

職につなげることが可能であると市町村が判断した場合 

⇒上記①②及び法に定める勘案事項を踏まえて支給の可否を決定する。また、当然の 

ことではあるが、申請時には国が定める介護給付費等に係る支給決定等について（事

務処理要領）に定める対象者であることが前提。 

 

 

（Ｒ６．４ 杉並区保健福祉部障害者施策課認定・給付係） 

 

 

資料-14 

 


	１同行援護アセスメント票
	２重訪、行動援護、重度包括判定基準票
	３障害児の調査項目
	４訪問系サービスの支給時間めやす表１
	５訪問系サービスの支給時間めやす表２
	６介護保険制度における訪問介護サービスと障害福祉サービスの支給の適用関係
	７通院等乗降介助と通院等介助（抜粋）
	８就労系障害福祉サービス等の休職期間中の利用に係る杉並区の対応
	９就労移行支援の大学在学中の利用に係る杉並区の対応



